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三　学説
　まず，民法166条１項に関する学説と時効の存在理由に関する学説が，どの
ような関係にあるのかを検討する。そこで，先に時効の存在理由に関する学説
を一瞥する。その後に，民法166条１項に関する学説を検討する。次に，民法          
724条前段の消滅時効の存在理由についてみる。そして，民法724条前段の消
滅時効の起算点確定法理に関する学説を明らかにし，その存在理由と民法724
条前段の消滅時効の起算点確定法理の関係について検討する。最後に，民法
724条後段の期間制限に関する学説を検討する。
１　時効の存在理由１ 
（一）多数説
　多くの学説は，次の三つを時効の存在理由とする。すなわち，（１）長期間
にわたって一定の事実状態が存続することにより，それを前提とした法律上お
よび事実上の関係が形成しているのに，多年の後その基礎を破壊することがで
きるとすれば，その上に形成された諸種の関係を転覆させ社会秩序を動揺させ
ることになるので，永続する事実状態による社会の秩序の維持をもって重要な
ものとする，（２）真正な権利者や正当に義務を免れた者を保護し，古い証拠
材料の提出を強制しないことで，これらの者に証拠方法を容易ならしめる，（３）
権利を剥奪される者がいたとしても，この者が権利の上に眠る者であって過酷
とはいえない２。このうち，（１）は公益説，（２）は推定説，（３）は懈怠罰
説に相当する。なお，我妻栄と末川博は，三つの存在理由のうち，公益説が根
本的なものであるとする３。
（二）公益説に対する批判
（１）星野英一と松久三四彦による批判
　星野英一は，多数説のうち，公益説を次のように批判する。どのような法律
制度であっても，ある社会秩序維持の役割を果たす。したがって，法律制度の
根拠として社会秩序維持をいうだけではなんらの解答にならず，問題はどのよ
うな社会秩序の維持か，より具体的には，どのような価値判断に立ち，どのよ
うな人々のどのような利益を保護するためのものか，ということに存するとい
う。更に，「『公益』といっただけではほとんどなにも言ったことにはならない。」
とし，公益説における「公益」概念の曖昧さを批判する。「それでも，『公益』          
の名のもとに裁判所の便宜が考えられているのならば，これはまたそれとして
考慮に値しよう。しかし，さらに根本的には，むしろ時効とは，直接には当事
者の利益のための制度ではないか，ということが問われなければならない。」４
として，時効で問題となる私益を正面に据えるという星野の基本的な視座
が示される５。
　松久三四彦も，星野と同じ視座に立つ。松久は，従来の学説を時効制度の目
的と，その目的を正当化する根拠に分ける。時効制度の目的としては，非所有者・
非弁済者，所有者・弁済者といった「私益」が想定されている。そして，松久
は，公益説・懈怠罰説を非所有者・非弁済者保護，推定説を所有者・弁済者保
護という時効制度の目的の正当化根拠として位置づける６。
　星野と松久は，時効で問題となる私益を正面に据える点で共通するが，時効
によって保護される私益として異なったものを想定している。星野は，時効の
存在理由が推定説にあり，真の権利者の権利を確保し，弁済者に二重弁済を避
けさせるのが時効制度であるとする。つまり，債務を弁済した
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債務者が時効に
よって保護されると考える７。これに対して，松久は，債務を弁済していない
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債務者が時効によって保護されるとする８。まず，松久は，推定説を次のよう
に批判する。すなわち，わが国の時効法を構成する各個の規定が，すべて時効
の法律効果を権利消滅とすることの上に構築されていることからすれば，推定
説の入り込む余地はない。そして，債務者といえども永遠に権利不行使という
不安定な状態に置かれるべきではないとの法の要請から，一定期間経過後，実
体権そのものを消滅せしめる制度が時効であるという。松久は，この権利の永
続性に制限を付する積極的根拠が，「資本主義社会における計算可能性」を担
保しようとする，債務者保護の要請に求められるという９。
（２）松本説
　松本克美は，時効における正義という観点から，公益説を批判する。そして，
時効の存在理由のうち第一次的に重視すべきなのは，権利不行使への非難性と
いう理由であって，法的安定性や立証・採証の困難の回避，権利不行使への信          
頼の保護などという理由は，副次的な正当化理由として位置づけるべきである
という10。
（三）公益説の再評価
　鹿野菜穂子は，ヨーロッパの時効法改正の議論を視野に入れつつ，公益説の
再評価を試みる。鹿野は，時効の利益の放棄，停止・中断事由，起算点，時効
期間の長さ等が，関係しうる当事者の私益を類型的に考量した上で定められて
いるとしつつも，時効制度には，私益に還元してしまうことのできない公益の
要素が存在することも，なお否定できないという。ここでいう「公益」とは，個々
人の具体的な利益には還元できないところの社会一般の利益である。すなわち，
一定の期間経過後の権利の強制的な行使を許さないものとすることによって一
定期間内に権利関係を確定させ社会を安定させることについての利益である。
そして，従来の学説において，時効に関する規定が強行的性質を持つものと考
えられてきた理由は，まさに，時効によって保護されるべき第一の利益として，
私益に還元してしまうことのできない社会の一般的利益が存在することにあっ
たという11。
２　民法166条１項の解釈
（一）民法166条１項を消滅時効の進行開始障害について定めたものとする見
解
（１）法律上の障害説
　法律上の障害説は民法166条１項の解釈に関する通説と目されている12。法
律上の障害説は，債権を行使することについて法律上の障害がなくなった時か
ら，債権の消滅時効が進行を開始するという。ただ法律上の障害であっても，
債権者の意思によって除きうるものは時効の進行を止めない13。
　この説は，債権者が権利の存在することを知らないために権利を行使できな
い場合のように，当事者の主観的事情を考慮すべきでないとする。それは，「権
利を余りに長く永続せしめないことこそまさに消滅時効制度の趣旨」だからで          
ある14。この消滅時効制度の趣旨は，先に見た時効の存在理由のうちの公益説
に関わるものであろう。権利を長く永続させないことで，権利行使による事実
状態の動揺が防止され，永続する事実状態による社会の秩序の維持が図られる。
つまり，法律上の障害説のいう消滅時効制度の趣旨とは，時効の存在理由の公
益説であって，法律上の障害説は，時効の存在理由である公益説に適合的なも
のといえよう。
（２）現実的期待可能性説
（a）星野説
　星野英一は，「裁判に訴えることのできない者に対して時効は進行しない」
が民法166条１項の趣旨であるとし，権利を行使することのできない時から進
行するものではない，という消極的な意味のものにすぎないと考える。また，
法律上権利を行使できる時から時効が進行すると解しなければならない必然性
はなく，法律的に権利が発生していたか否かが裁判所で明らかになる場合も少
なくなく，その際に，債権者とりわけ素人にその判断を負担させることは酷で
ある。したがって，「権利を行使しうることを知るべかりし時期」，すなわち，
債権者の職業・地位・教育などから「権利を行使することを期待ないし要求す
ることができる時期」を消滅時効の起算点と解すべきであるとする15。
　先に見たように，星野は，推定説に立ち，消滅時効によって弁済者が保護さ
れるとする。この見解では，弁済の蓋然性発生の時点まで消滅時効の起算点も
ずれることになるのだから，推定説に沿うものといえる16。
（b）松久説
　松久説の未弁済者保護という時効制度の目的からすれば，権利者の状況を考
慮することなく，早期の時効の進行を認めるべきもののように思われる。とこ
ろが，松久は，通常人に権利行使が期待できない場合にまで時効の進行を開始
させるのは権利の実質を損なうとして，「権利を行使することを期待ないし要
求することができる時期」を消滅時効の起算点とする17。ここでは，債務者保
護という時効制度の目的のみから起算点確定法理が導かれているのではない点          
に注目しなければならない。
　この解釈の基礎は，既に時効の中断に関する論文の中で次のように示されて
いる。消滅時効は，「債務は履行さるべし」という「契約は守られるべし」と
の法命題の中核をなす私法秩序の原則に対して，修正を迫るものである。それ
ゆえ，消滅時効制度は，(a)債務者といえども永遠に権利不行使という不安定
な状態に置かれるべきではないとの要請と，（b）債務は履行さるべしとの要
請の調和を図ったものとなる18。つまり，消滅時効制度の個別的な解釈は，時
効制度の目的である債務者保護の要請だけでなく，その要請と私法秩序の原則
たる債権者保護の要請の調和という観点からなされることになる。
　更に，松久は，星野説において①「権利を行使しうることを知るべかりし時
期」が「権利を行使することを期待ないし要求することができる時期」とされ
ていること，②権利行使の期待可能性の判断基準が，債権者個人とされている
ことに疑問を呈する。
　まず，①につき，「権利を行使しうることを知るべかりし時期」を起算点と
すると，知るべかりし時期が来るまでは何時までも時効は進行しないとするこ
とがよいのかという疑問があるとする。それに，「権利を行使しうることを知
るべかりし時期」は，必ずしも「権利を行使することを期待ないし要求するこ
とができる時期」と一致するとは限らない。仮に，起算点をそのようにするの
であれば，民法724条後段の如き，二段構成をしておく必要があるのではない
かという。次に，②について，債務者の債務免責という時効利益が与えられる
か否かは，権利者の個性に左右されるべきでなく，通常人を基礎として判断す
べきである。それは，第一の要請（時効の目的である未弁済者保護）から導か
れる権利者の権利行使の要請は，あくまで債務者免責の反射的・一般的要請で
あり，権利者の個性に応じて右要請に強弱の差が出るものではないからである。
また，時効制度の実際的便宜のために客観的基準が望ましいことから，法律上
の障害の除去された時点をもって，消滅時効の起算点とする。しかし，事実上
の障害に当たる場合であっても，なお時効の進行を妨げるとするのが妥当な場          
合があれば，その事実上の障害を進行開始障害事由として認めて良いという19。
（二）民法166条を消滅時効の進行開始障害と進行停止を定めたものとする見解
　松本は，権利不行使への非難性を時効の存在理由とする。権利者に権利行使
可能性がなければ権利者を非難できないのであるから，時効の進行の前提とし
て，権利者に権利行使可能性がなければならないと考える。もっとも，「時効
の起算点」については，権利者の個別事情を考慮すべきでなく一律性を保たせ
た方が，取引の安全や時効の公益性などの一般的観点を害さずに済むとして，
「法律上権利を行使しうる時」を消滅時効の起算点
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とする。法律上権利行使で
きても事実上権利行使なしえないという障害は，起算の障害ではなく，時効の
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進行
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の障害として理解される。後者は，実質的に「進行停止」を認めるもので
ある。なお，権利者の教育や職業などの主観的態様は，個別事案における信義
則違反や権利濫用の次元で判断される20。
（三）　小括
　法律上の障害説は時効の存在理由の公益説と，星野説における起算点確定法
理は推定説と適合的である。また，民法166条を消滅時効の進行開始障害と進
行停止を定めたものとする見解も，時効の存在理由の松本説と適合的である。
他方，松久説は，時効制度の目的だけでなく，「時効制度の目的である債務者
保護の要請」と「債務は履行さるべしという債権者保護の要請」の調整という
観点から，起算的確定法理を決定している。
３　民法724条に関する解釈
　ここでは，まず，民法724条前段の消滅時効の存在理由についてみる。次に，
民法724条前段でいう「知った」時の解釈についてみる。そして，不法行為時
より遅れて後続損害が発生する事案における消滅時効の起算点に関する学説を
みる。更に，継続的不法行為によって継続的に損害が発生する事案における民
法724条前段の消滅時効の起算点の解釈を明らかにする。最後に，民法724条
後段の期間制限について検討する。          
（一）民法724条前段の解釈
（１）民法724条前段の消滅時効の存在理由
　民法724条前段の消滅時効の存在理由としては，主に次の①から③がある。
まず一つ目は，①不法行為による損害賠償の法律関係は速やかに確定させなけ
れば，その要件や損害額の算定が困難となることである21。これは，不法行為
発生の事情が複雑多岐にわたり，当事者の予測できない偶然の事情によること
が少なくないから，証拠保全に困難を来すことが稀ではないという，立証の困
難に着目した存在理由といえよう22。
　二つ目は，②不法行為の時から時期を経過すると，被害者の感情も沈静する
が故にこれを波立たせることを許さないとすることが至当であるというもので
ある23。これは，被害者の感情に着目した存在理由といえよう。これに対しては，
被害者が自己の権利を行使するか否かを決断する上で被害者の感情が大きな意
味を持つことは争う余地がないけれども，損害賠償請求権の成立，存続，消滅
について，被害者の内心的態様それ自体がただちに影響を及ぼすものとは考え
難いという批判がある24。
　三つ目は，③損害及び加害者を知る権利者が相当の期間内に権利行使に出ぬ
以上，その態度よりして権利者が義務者を宥恕したかあるいは賠償の必要を認
めないか何らかの理由から請求を断念したものと賠償義務者の側で信頼するこ
とが自然であり，この信頼を正当なものと評価して良く，権利者が突如態度を
翻して賠償請求することが義務者の正当な信頼を裏切るものとして許されない
というものである25。これに対しては，債務者に，もはや請求を受けることが
ないだろうという信頼が生じたとしても，その信頼をなぜ法が保護すべきなの
かという批判がある26。
（２）民法724条前段でいう「知った」時の解釈
（a）現実的認識説
　末川は，民法724条前段の消滅時効の存在理由を，②被害者の感情に求める。
それゆえ，この時効の起算点は，被害者又はその法定代理人が損害及び加害者          
を知った時という主観的な認識の時点となる27。もっとも，使用者責任におい
て，被害者が使用者その人を知っていても，その使用者が法律上義務を負って
いることを知らない場合，このような法律の不知が被害者のために考慮される
べきではないとして，被害者においてその損害が事業の執行について加えられ
たものであることを知りかつ事業者たる使用者その人を知った時，時効は進行
を始めると解する28。
（b）権利者の義務違反を考慮する説
　（a）説は，現実の認識を要求するものである。これに対して，被害者又は
その法定代理人が損害及び加害者を知らなくとも，これらの者が何らかの義務
に違反する場合には，時効の進行が開始するという学説がある。この学説は，
その義務の基準に関して，二つに分けられる。
（ア）被害者自身の具体的な能力を基準とする説
　内池は，民法724条前段の消滅時効の存在理由を，③権利を認識しながらも
行使しない権利者の態度に対する加害者の信頼に求める。それゆえ，民法724
条前段の起算点とされる「被害者の認識」というものが，「不法行為に基づく
損害賠償請求権を現実に行使できることの了解」を意味するとする29。つまり，
民法724条前段の「損害及び加害者を知った」こととは，被害者において自己
の権利の存在とその行使可能性を知ることを指し，被害者の認識対象は，通常
不法行為の請求を基礎づけるに足りる全要件事実（権利侵害・行為の違法性・
有責性・因果関係）に及ぶ30。
　末川が法の不知を被害者のために考慮すべきでないとしたのに対して，内池
は，法の不知・錯誤と事実の不知・錯誤を区別しない。そして，事実認識たる
と法的判断たるとを問わず被害者の認識を妨げる不知・錯誤の危険を，如何な
る基準を以て被害者と加害者に分担せしめることが適切かという観点から考察
を進めるべきであるという。そこで，内池は，不法行為の消滅時効の起算点を
決定する終局の基準が信義則にあるとした上で，被害者加害者間の法律関係を
支配する信義則に基づく被害者の協助義務という観点から，責任の分担を図ろ          
うとする31。
　債権関係一般について債権者は債務者に対し信義則に従い取引慣習に則した
行動を期待しうるものである反面，債務者の側からも債権者に対して同様の期
待が保証されている。不法行為における時効起算点の場面についてみれば，時
効起算点となる「認識」を被害者が得るに際して，被害者に期待できる範囲で
の協助義務が負わされる。そして，権利者たる被害者が自己に期待される範囲
で必要な全ての手段を尽くした場合は，その結果として請求権の認識を得な
かったとしても，被害者が有利に扱われる。しかしながら，これは現実の認識
を欠く者に不知の責を負わせることになるので，被害者の主観性を軸とする短
期時効の構造よりしてあくまでも例外的処理に属するのであるから，被害者の
認識上の協助義務は，被害者自身の具体的な能力と個別的状況から判定される
とする32。
（イ）通常人を基準とする説
　森嶌昭夫は，民法724条前段の消滅時効の存在理由①から③が，民法724条
前段の消滅時効の起算点の解釈に十分反映されていないという。すなわち，（a）
説は，損害及び加害者の認識に関する法の不知について，被害者がその誤解に
よって損害賠償請求権がないと考えていた場合でも時効が進行するとしてお
り，（b）の（ア）説も，被害者に協助義務違反がない限り，被害者に現実の
認識があることを要求している。結局のところ，時効完成によって損害賠償請
求権を失う被害者と時効の利益を受ける加害者のどちらの保護をより重くみる
かという，解釈者の価値判断が具体的な解釈を左右していると指摘する33。
　この観点から，民法724条前段の消滅時効の起算点が被害者の主観的認識に
かからしめられているために，賠償義務者の地位が不安定になるので，損害及
び加害者を知らないことについて被害者にむしろ非難される事情がある時に
は，賠償義務者の利益を優先させるという考えを採るべきであるという。そし
て，裁判所の認定の容易さという点を考慮し，一般人を基準として，一般人が
知りうべき時から，右消滅時効が進行を開始すると解すべきであるという34。          
（c）規範的起算点説
　松本は，原則として，民法724条前段の消滅時効の進行につき被害者の現実
の認識が必要であるとしつつも，被害者に調査義務や認識義務が課せられると
考える。もっとも，これらの義務は，被害者に積極的に課される行態義務とい
うよりも，むしろ，被害者が一定の行態をとらなかった場合に，一定の不利益
が課されるという意味での間接義務として位置づけられる35。それゆえ，被害
者に重大な過失があって自らの権利を基礎付ける事情を知らなかった場合に
は，時効が進行しても仕方が無いとする36。
（３）不法行為時より遅れて後続損害が発生する事案
　不法行為時より遅れて，後遺症等の後続損害が発生する場合について，被害
者が損害の一部を知った当時予見可能であったかどうかを基準とし，予知し得
ない損害が生じた場合には，その損害を知った時から進行を開始するという学
説がある37。
　他方，原則として症状固定時を起算点とする学説もある。それは，症状が流
動的である限り，治療費はもちろんのこと，逸失利益や慰謝料についても算定
することができず，障害による損害賠償請求権の行使を期待できないからであ
る38。この学説は，権利者による権利行使の現実的期待可能性を考慮したもの
といえよう。
（４）継続的不法行為によって，損害が継続的に発生する事案
（a）藤岡説
　判例 [26]にて，大審院は，継続的不法行為によって継続的に発生する損害に
つき，日々新たに不法行為による損害が発生しているとして，被害者が各損害
を知った時から別個の消滅時効が進行するものとしていた。藤岡康宏は，これ
が合理性を持ちうるのが，損害が性質上分断可能なものに限られるとする。そ
して，累積的に進行し統一的に把握すべき損害においては，当該被害者との関
係で加害行為の終了した時を以て，被害者が損害を認識した時とする39。
（b）内池説           
　内池は，不法行為によって発生する損害の態様を，次の三つに類型化する。
すなわち，①物の毀損滅失等のような，一回的・非継続的損害，②不法占拠に
よる被害や慢性の疾患・重症等による継続的労働能力喪失・減収・治療費の損
害のような，持続的状態性の継続的損害，③鉱害・公害に属する一定の進行性
被害のような，累積的進行性の継続的損害である。被害者の認識という点につ
いて，①の一回的損害は，特別の事情がない限り，認識が比較的容易であり，
損害の種類，個数を問わず一括した認識が期待されるのに対して，③は，進行
過程の認識が一般的に困難であり，少なくとも損害の進行が止むまでは統一的
認識を期待できないものであり，②はその中間にあるものとする40。
　そして，内池は，時効の進行につき，上記のような被害者の主観性のみなら
ず，加害者の加害態様の重大性も考慮されるという41。例えば，②持続的損害
において，逮捕監禁のように加害行為によって権利行使が事実上抑圧されてい
る場合には，その状態が止むまで時効が進行しないとする42。
　内池説に対しては，724条前段の起算点の解釈問題として，加害者の行為態
様を考慮する余地がないという批判がある43。
（二）民法724条後段の解釈
（１）民法724条後段のおける期間制限の性質
　多数説は，判例 [48]と同様に，民法724条後段のおける期間制限を除斥期間
と解する44。しかし，近時，民法724条後段の期間制限を消滅時効と解する見
解が有力に主張されている。すなわち，不法行為責任に二重期間を採用してい
る諸外国の立法は，その長期の期間を普通時効期間に合わせて規定しているも
のであり，わが国の民法724条後段も，その例にならったものであるとする。
それゆえ，民法724条後段の20年の期間制限は，除斥期間ではなく，普通消滅
時効を定めたものであると解する45。
（２）民法724条後段の起算点の解釈
　民法724条後段は，その期間の起算点を「不法行為の時」としている。内池
は，近時の判例において，民法724条後段の消滅時効の成否が，進行性被害や          
潜伏期間が長期にわたる職業病等の人損に関する損害賠償請求権について問題
とされていることに着目し，行為時起算そのものの意味が改めて問い直される
必要があるという。そして，内池は，民法724条後段の「不法行為の時」を，
被害者の権利行使の可能性と結びつけて理解する。３年の時効が被害者の認識
といった個別具体的な事情に着目するのに対して，20年の時効はこれら事情
を捨象して，一般的客観的な権利行使の可能性から起算点が決定される。それ
ゆえ，起算点たる「不法行為の時」とは，損害発生を含めた全要件すなわち賠
償請求権の成立を意味する。もっとも，「損害」は権利行使の期待可能性を判
断するための一つの指標でしかなく，起算点として決定的なものは「損害」そ
れ自体ではなく，権利行使の可能性であるという46。
　また，松久は，民法724条後段の期間制限が同条前段の３年の消滅時効の起
算点が到来しない場合に備えたものであるとする。そして，民法724条後段の
20年の期間制限は，加害行為の時から17年経過時から３年の消滅時効を定め
るものと解する。なお，この３年の消滅時効の起算点は，通則としての民法
166条１項を尊重し，損害発生以後になるという47。
（三）小括
　民法724条前段の消滅時効の存在理由として，主に三つの存在理由が主張さ
れているが，３（一）（２）で森嶌が正当に主張するように，民法724条前段
の消滅時効の起算点確定法理の解釈に必ずしも反映されるわけではない。内池
が，不法行為の消滅時効の起算点を決定する終局の基準が信義則にあるとする
のは，この点を自覚しているからではなかろうか。
　内池も森嶌も，被害者に義務違反がある場合に民法724条前段の消滅時効の
進行を認めるものである。これに対して，松本は，被害者に重大な義務違反が
ある場合に限って，民法724条前段の消滅時効の進行を認める。そこには，被
害者と加害者の利益調整の観点からすれば，単なる義務違反のみで時効の進行
が開始されてしまうと，被害者保護が十分に果たされない場合がありうるので
はないか，という価値判断が潜んでいるように思われる。          
　民法724条後段の期間制限については，除斥期間説が多数説ではあるが，消
滅時効説も有力に主張されている。内池は，民法724条後段の期間制限を普通
消滅時効と解した上で，一般的客観的な権利行使の期待可能性からその時効の
起算点が決定されるとする。民法724条後段の起算点につき，判例 [49][50][51]
が法律上の障害の有無をその基準とするのに対して，内池説は，一般的客観的
な権利行使の期待可能性をその基準とするものといえよう。
第４章　おわりに
一　消滅時効の起算点に関する解釈
　まず，時効の存在理由と起算点確定法理の関係についての基本構造を明らか
にしたい。そこでは，消滅時効の存在理由について検討した上で，その存在理
由と起算点確定法理の関係について明らかにし，民法166条１項の解釈につき
検討を行う。次に，これらの検討を踏まえて，債権の消滅時効（民法167条１項）
の起算点確定法理を明らかにする。更に，民法724条前段の消滅時効の起算点
確定法理についても検討する。最後に，民法724条後段の期間制限の法的性質
を検討した上で，その起算点確定法理を明らかにする。
１　時効の存在理由と起算点確定法理の関係についての基本構造
（一）消滅時効の存在理由についての再検討
（１）ヨーロッパ諸国における消滅時効の存在理由
　フランス民法典の旧消滅時効法は，わが国の消滅時効制度と同様の制度を採
用していた。別稿で検討したように，旧消滅時効法における最近の学説は，消
滅時効の主たる存在理由が公益説であるとし48，フランス新消滅時効法の立法
担当者も，公益説を消滅時効の存在理由としている49。フランス以外のヨーロッ
パ諸国においても，近年，消滅時効法の改正が進んでいる50。ドイツのツィン
マーマンは，英米法でも大陸法でも，次の三つが消滅時効の存在理由とされて
いるという。すなわち，（i）年月の経過につれて，債権者からの請求に対して          
防御することが債務者にとって困難になる，（ii）時の経過が，債権者におけ
る債権者自身の権利に対する無関心を推認させる一方で，債務者において，も
はや請求を受けることがないだろうという合理的な信頼を生ぜしめる，（iii）
法的紛争を迅速に解決し，不確実や不公平，紛争費用の増大を生み出さないこ
とこそが公の利益になる，である51。
　ツィンマーマンは（iii）について簡潔に述べるだけなので，彼が引用してい
るイギリスの法律委員会の答申を見ることにしたい。イギリスの法律委員会の
答申は，公益について次のように述べている52。第一に，裁判上の請求は，証
書がまだ入手可能で，証人の記憶が鮮明である時期に提起されることが望まし
い。そうすることで，適正に扱うことのできない裁判上の請求を裁判所が審理
することがなくなり，公的財産が無駄にならない。第二に，金融機関は，古い
時代の紛争の蒸し返しによって，消費貸借契約の借主の事業が損害を受けない
ことを知るのに関心がある。つまり，訴訟の被告となり得る者だけでなく，そ
の者以外の第三者も信用，すなわち，長きにわたって忘れられていた請求によっ
て権利関係が覆されないという信用を得る必要がある。
（２）わが国における消滅時効の存在理由
　ツィンマーマンのいう（i）はわが国の「推定説」，（ii）はわが国の民法724
条前段の存在理由の「加害者の信頼保護」説で述べられていたところと同様で
あるといえよう。しかし，この（i）と（ii）は，先に述べたように，消滅時効
の存在理由として妥当でないように思われる。まず，わが国の消滅時効法を構
成する各個の規定が，すべて消滅時効の法律効果を権利消滅とすることの上に
構築されていることからすれば，推定説の入り込む余地はない53。また，民法
724条前段の存在理由の「加害者の信頼保護」説に対しては，債務者に，もは
や請求を受けることがないだろうという信頼が生じたとしても，その信頼をな
ぜ法が保護すべきなのか疑問がある54。
　松久は，債務者保護の根拠が，上記（i）（ii）ではなく，「資本主義社会にお
ける計算可能性」の担保にあるとしていた。松久は，この「資本主義社会にお          
ける計算可能性」に，次のような意味を与えているものと思われる。扶養義務
のように債務者にとって不知の債務について突然履行が求められる場合，債務
者は履行をするために必要な準備をしているわけではないために，債務者が容
易ならざる状態になる。また，そのような債務でなくとも，債権者から突如権
利行使を受けることで，債務者は給付の準備に悩まされる55。債務者がこれら
突然の請求に対して常に備えなければならないとすると，債務者は自己の財産
を自由に利用できなくなる。つまり，自己の財産中，債務の負担を考慮するこ
となく，自由に処分できる財産の額を算定する可能性のことを，「資本主義社
会における計算可能性」というのであろう。しかし，この意味での「資本主義
社会における計算可能性」について利害関係を有するのは，債務者だけではな
い。イギリスの法律委員会の答申が示唆するように，金銭消費貸借契約を締結
するに当たって，貸主は，借主の財産状況がどのような状況にあり，処分可能
な財産がどれくらいあるのかに強い関心があり，これらを調査した上で，貸主
は借主と右契約を締結する。つまり，貸主にも，借主が自由に処分できる財産
の範囲を算定する可能性が担保される必要がある。そうすると，「資本主義社
会における計算可能性」が担保されるべき者は，債務者だけでなく，債務者と
法的関係に立とうとする第三者も含まれる。債務者が社会生活を送る上で，債
務者と法的関係に立つ第三者は一人ではなく，社会一般の不特定多数の人々で
ある。したがって，「資本主義社会における計算可能性」を担保することは，
社会一般の利益でもあるといえよう。
　以上からすると，消滅時効の存在理由としては，公益説が妥当であろう。す
なわち，鹿野が正当にも述べるように，一定の期間経過後の権利の強制的な行
使を許さないものとすることによって，一定期間内に権利関係を確定させ社会
を安定させることに関する社会一般の利益が，消滅時効の存在理由であるとい
えよう。
　もっとも，星野は，公益説における「公益」概念の曖昧さについて批判する。
それゆえに，公益説に立つのであれば，「公益」の内容を明確にせねばならない。          
イギリスの法律委員会の答申を参考に考えるに，公益説における「公益」とは，
（α）裁判所運営にかかる費用の軽減，（β）債務者と法的関係に入ることを予
定する者が，債務者の財産状況を調査するために負担する費用の軽減を意味す
るものと思われる。裁判所が国民の税金の下に運営されていることからすると，
その運営費用の軽減は社会一般の利益といえよう。また，債務者と法的関係に
入ることを予定する者が一人ではなく，不特定多数の者であることが予想され
るのであるから，その者の負担する調査費用の軽減は，社会一般の利益といえ
よう。
　判決手続であれ，強制執行手続であれ，古く明確でない証拠に基づく裁判の
多発や，そのような証拠に基づく審理の長期化は，裁判所が負担する費用を増
大させる。また，債務者と法的関係に入ることを予定する者は，債務者の財産
の状況を調査することとなるが，仮に権利が永久であるとすると，債務者の負
担する債務に関する調査は膨大な労力を要するものとなり，調査に関する費用
を増大させる。そこで，権利行使に一定の限界を定めて，一定期間内に権利関
係を確定させて社会を安定させ，裁判所運営にかかる費用並びに債務者の財務
状況を調査するための費用を軽減することは，社会一般の利益であり，これこ
そが消滅時効の存在理由であるといえよう。
（二）消滅時効制度中の権利を保護するための制度と消滅時効の存在理由の関係
　消滅時効の存在理由が公益説に求められるとしても，この消滅時効の存在理
由と起算点確定法理や時効期間の法理論上の関係を明らかにしなければならな
い。起算点を繰延べにし，消滅時効完成まで長い期間を定めることは，権利者
に権利を行使する機会を与えるものである。これらは，消滅時効制度の中にお
いて，権利を保護するための制度と位置づけることができる。では，これらの
制度は，消滅時効の存在理由の公益説といかなる関係にあるのだろうか。
　エスマンは，フランスの旧消滅時効法における時効の存在理由と時効期間・
起算点の関係について次のようにいう。時効の存在理由は公益である。もっと
も，時効が特別な利益を生み出すこともある。それは，義務者が義務を履行す          
ることなく，時効のみによって義務から解放されることである。義務者に特別
な利益を生み出すことに関する「良心の呵責（scrupule）」は，立法者に援用
制度を定めさせた。「良心の呵責」は，時効期間としては余りに長い30年とい
う期間を，普通時効期間として定めさせ，更に，時効の停止・中断・放棄も承
認させた56。
　このエスマンの見解は，権利者の権利を保護するための制度が，時効の存在
理由である公益説からではなく，公益説以外の根拠から導かれるものであるこ
とを示すものといえよう。ストフェルマンクは，エスマンの示唆する公益説以
外の根拠を，「衡平（équité）」という一般条項に求める。すなわち，消滅時効
制度には，紛争を消滅させることを命ずる「民事的平和の維持」と，権利を維
持することを命ずる「衡平」の二つの極があるという57。
　フランスの旧消滅時効法と類似の規定を定めるベルギーにおいても，マル
シャンディズによれば，消滅時効は，終わりのない訴訟を防止し，社会全体の
役に立つものであり，社会平和のための制度であると理解されている。そして，
時効期間の長さや，中断・停止，時効を援用しない自由を受益者に与えること
は，消滅時効の厳格性に対する修正であって，消滅時効制度に「衡平」をもた
らすものであるとする58。
　消滅時効の存在理由である公益説は，社会一般の利益に着目するものであっ
て，特定の個人の権利に着目するものでない。それゆえ，消滅時効制度によっ
て，義務を履行していない義務者が義務消滅という利益を受け，権利者が権利
を失うという不道徳な結果を発生させる。特に，権利者による権利行使が現実
的に期待できない場合にまで，消滅時効の完成を認め，権利を喪失させること
は，権利に対する過剰な制限となろう59。権利に対する過剰な制限を防止して，
権利を保護するためには，消滅時効の完成を妨げる又はその時効の効果を弱め
る制度を構築する必要がある。この制度は，公益説と相反するものであるから，
公益説を根拠とできない。むしろ，この制度は，公益説とは別の根拠に基づい
ていると解すべきであろう。そうすると，消滅時効制度の中には，公益説に由          
来する制度と，公益説に由来する制度を修正して権利を保護する制度が併存し
ていると解せられる。
　時効制度に関するこのような理解は，わが国でも，既に内池や星野によって
示唆されていた。内池は，時効の中断に関して，次のようにいう。時効制度は，
明確な法律状態を要求する一般社会の要請から発する極めて法政策的な制度で
ある。ただ，近代法制下では，一般的公益達成の裏には常に具体的妥当性に即
した何らかの調整手段が予定されており，時効もその例外ではない。その調整
原理は信義則であり，時効の中断事由はかかる信義則適用の具体例に他ならな
い60。また，民法724条前段の起算点の解釈において，内池は，不法行為の消
滅時効の民法724条前段の起算点を決定する終局の基準が信義則にあるとして
いる61。そして，星野は，時効制度の個々の規定には，相反した考え方からで
なければ理解できない規定が併存しており，これを一つの原理に貫かれた統一
体とみることは正しくないという62。
　以上より，消滅時効制度中の権利を保護するための制度と消滅時効の存在理
由の公益説の関係は，次のように理解できる。時効制度の中には，（α）公益
説に基づく制度と，内池が既に示唆していたとおり（β）信義則に基づくもの
で，権利者の権利を保護するために，消滅時効の完成を妨げ又はその時効の効
果を弱める制度が併存している。長期の時効期間は時効の完成を困難にするも
のであり，進行開始障害は時効の進行開始時期を遅らせ，時効の完成を困難に
し，権利者に権利行使機会を与えるものである。したがって，長期の時効期間
や起算点確定法理は，両制度のうち後者（β）に該当するものといえよう63。
（三）起算点確定法理と時効期間の関係
　権利者による権利行使が現実的に期待できない場合にまで時効の完成を認め
ることは，権利に対する過剰な制限になる。それゆえ，権利者の権利保護のた
めには，消滅時効制度中に，権利行使機会を与える制度を構築すべきである。
しかし，これは同時に，消滅時効の完成を困難にするものでもある。権利者の
権利行使機会の確保を過度に重視すると，今度は，消滅時効の完成が非常に困          
難になり，権利関係が確定しなくなる。それゆえ，権利を保護する制度を消滅
時効制度中に構築する際には，公益と私益の調整について考慮する必要がある。
　権利者による権利行使が現実的に期待できない場合における権利者保護の方
法としては，時効期間をできるだけ長期の期間とする方法と，起算点確定法理
を現実的期待可能性説とする方法が想定される。結論を先取りするならば，両
者は，公益と私益の調整という観点から，選択的な関係と理解される。
（１）公益説からの要請
　公益と私益の調整の前提として，公益説からすれば，どのような消滅時効制
度の構築が要請されるのかを明らかにする必要がある。公益説からは，①紛争
の早期終結を実現し，②その完成時期が明確な消滅時効制度の構築が要請され
る。すなわち，裁判所運営にかかる費用を軽減させるには，消滅時効を早期に
完成させ，法的紛争を早期に終結させることが求められる。また，債務者と契
約を締結しようとする者が債務者の財産状況を調査する場合，その調査費用を
軽減するためには，消滅時効を早期に完成させ，古い時代まで遡った調査を不
要とすべきである。そして，裁判所運営費用や調査費用の軽減のためには，消
滅時効の完成を客観的に明確なものとし，債務者と契約を締結しようとする者
や裁判所が消滅時効完成の有無を容易に調査できるようにすべきである。
（２）権利行使機会を与えるための制度
　公益説の①紛争の早期終結の要請からすれば，時効期間はできるだけ短期で
あることが求められる。もっとも，裁判所での訴訟手続を十分に遂行できるだ
けの資料が集まる前に時効が完成するとしてしまうと，曖昧な内容の資料に基
づく訴訟が提起されることになる。これは，結局，訴訟手続を無闇に遅延させ，
裁判所の運営費用を増大させることになる64。それゆえ，公益説の①紛争の早
期終結の要請といえども，時効期間として，訴訟資料を収集するのに通常必要
とされる時間を確保せねばならない。
　この期間が与えられたとしても，事実上の障害が発生したために，権利者に
よる権利行使が現実的に期待できない事態が起こりうる。この場合に時効の完          
成を認めてしまうと，時効制度は，権利者に十分な権利行使機会を与えること
なく，権利を失わせるものとなり，権利を過剰に制限するものとなる。そのた
め，消滅時効制度の中に，事実上の障害ゆえに権利行使が現実に期待できない
権利者のために，権利行使機会を確保する制度が構築されねばならない。
（ア）時効期間の長さと起算点確定法理の関係
　事実上の障害のために権利行使が現実的に期待できない場合における権利者
保護の方法としては，時効期間をできるだけ長期の期間とする方法と，起算点
確定法理を現実的期待可能性説とする方法が想定される。事実上の障害，特に
主観的事実上の障害の存否は，客観的に判断困難なものであるから，これを進
行開始障害事由とすると，公益説の②時効完成時期の明確化を損なう。それゆ
え，事実上の障害のために権利行使が現実的に期待できない場合における権利
者の保護と，公益説の②時効完成時期の明確化の要請を，いかに調整するのか
が，重要な課題となる。
　フランスの旧消滅時効法における普通消滅時効の時効期間は，30年であっ
た。この極めて長い時効期間は，事実上の障害のために，権利行使が現実に期
待できない権利者に権利行使機会を確保するために定められたものであると理
解されていた65。ボワソナード草案も普通消滅時効の時効期間を30年とし，こ
の期間が権利の発生を知るのに十分な長さだとする66。明治民法典の立法担当
者は普通消滅時効の時効期間を30年から20年に短縮するに際して，財産の状
況を知るのが困難でなくなるという理由を挙げる67。つまり，30年又は20年
という長期の時効期間は，権利者が，権利を行使できない事実上の障害
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を脱し
て，権利行使を期待できる状態になるまでに必要とされる時間を，あらかじめ
抽象的に判断して設定された期間であったといえる。
　この時効期間の長期化は，公益説の①紛争の早期終結の要請に反するもので
ある。ただ，事実上の障害の除去の有無につき，個別具体的に判断するのでは
なく，抽象的かつ画一的に判断するのであるから，時効完成時期の客観的判断
は容易である。この意味で，時効期間の長期化は公益説の②時効完成時期の明          
確化を実現するものであった。
　なお，ボワソナードも明治民法典の立法担当者も，普通消滅時効において，
法律上の障害
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のみが進行開始障害事由であると考えていた。20世紀初頭まで
のフランス学説の多数説も，これと同様であった68。それは，法律は，それ自
身が生み出した障害を考慮しないわけにいかないからである。公益説の観点か
らしても，法律上の障害の存否は客観的に判断可能であるから，公益説の②時
効完成時期の明確化に反するものでない。それゆえ，普通消滅時効における起
算点確定法理は，法律上の障害説であるといえよう。
　他方，権利行使の現実的期待可能性を考慮して長期の時効期間を設定するの
ではなく，時効期間を短期のものとすることもできる。これは，公益説の①紛
争の早期終結要請を重視するものである。もっとも，短期消滅時効の場合，時
効期間の長さは，権利者の権利行使可能性を考慮して決定されたものでない。
そうすると，権利者の権利行使機会を確保するためには，権利者による権利行
使の現実的期待可能性を個別具体的に判断する必要がある。つまり，短期消滅
時効においては，消滅時効の起算点確定法理を現実的期待可能性説として，権
利者の権利行使可能性を確保する必要がある。この考慮は，ボワソナード草案
や明治民法においても見出しうる。ボワソナード草案も明治民法も，普通消滅
時効よりも時効期間の短い消滅時効，すなわち短期消滅時効を定める場合，早
期に権利を消滅させるという特別な趣旨がある場合や長期間保護する必要のな
い債権と判断された場合を除いて，事実上の障害を進行開始障害事由とする特
別な起算点を定めている69。
　起算点確定法理の現実的期待可能性説は，事実上の障害も進行開始障害事由
とするものである。事実上の障害，特に主観的事実上の障害の存否は客観的に
判断が難しい。それゆえ，現実的期待可能性説は，公益説の②時効完成時期の
明確化を損なう。確かに，短期消滅時効は，公益説の①紛争の早期終結の要請
を実現する。しかし，事実上の障害が除去されない状況が長期間継続すると，
時効の完成のために，普通消滅時効以上の時間を要することになる。公益説の          
②時効完成時期の明確化の要請を図り，かつ公益説の①紛争の早期終結の要請
を著しく損なわないためにも，時効完成時期の繰延べに限界を定めねばならな
い。それゆえ，普通時効期間よりも短期の時効期間の消滅時効にかかる権利は，
普通消滅時効にもかかると解さざるをえない。明治民法も，この点を勘案して，
取消権，詐害行為取消権，不法行為に基づく損害賠償請求権，相続回復請求権
等に対して，短期消滅時効のみならず，普通消滅時効も適用されることを定め
ている70。
　以上を要約すると，事実上の障害のために
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権利者による権利行使が現実に期
待できない場合，権利者の権利行使機会を確保する制度としては，（i）権利者
が現実に権利を行使できる状態になるまで，消滅時効の進行開始を繰延べにす
る制度（起算点確定法理の現実的期待可能性説）と（ii）権利者がその事実上
の障害を脱して，権利行使が現実に期待できる状態になるために必要とされる
であろうと想定される期間を，あらかじめ抽象的に想定して，長期の時効期間
を用意する制度（普通消滅時効期間）がある。しかしながら，（i）と（ii）は，
公益と私益の調整という観点から，選択的なものと解される。それゆえ，（ii）
普通消滅時効の場合，起算点確定法理は，法律上の障害説となる。また，短期
消滅時効にかかる権利は，（i）起算点確定法理の現実的期待可能性説によって
権利者の権利行使機会が確保されるが，公益説の要請から（ii）普通消滅時効
にもかかるといえよう。
（イ）民法166条１項の解釈
　ボワソナード草案や明治民法の立法担当者は，普通消滅時効を前提に，法律
上の障害のみが進行開始障害事由となるとしていた。また，公益と私益の調整
という観点からも，普通消滅時効に対して民法166条１項が適用される場合，
その起算点確定法理は法律上の障害説であるといえよう。
　しかし，民法166条１項が，消滅時効法の通則であって，短期消滅時効にも
適用されるという点を看過してはならない。短期消滅時効の場合，その時効期
間は，権利者がその事実上の障害を脱して権利行使が現実に期待できる状態に          
なるために必要とされる時間をあらかじめ想定して定められたものではない。
それゆえ，短期消滅時効にかかる権利については，時効の起算点確定法理を現
実的期待可能性説とすることで，権利者の権利行使機会が確保されねばならな
い。したがって，民法166条１項が短期消滅時効に適用される場合，その起算
点確定法理は，現実的期待可能性説であると解するのが妥当である。
（四）債権の消滅時効（民法167条１項）
（１）債権の消滅時効と普通消滅時効の関係
　明治民法典の立法担当者は，普通消滅時効の時効期間が20年であるとし，
債権も普通消滅時効にかかるとしていた。ところが，債権の消滅時効の時効期
間は，帝国議会において10年に改められた。これにより，民法167条２項が普
通消滅時効，同条１項がその特則たる短期
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消滅時効を定めることとなった。民
法166条１項が債権の消滅時効に適用される場合，それは短期消滅時効に対す
る適用である。つまり，債権の消滅時効における民法166条１項の起算点確定
法理は，現実的期待可能性説であるといえよう。先に見たとおり，現実的期待
可能性説は，事実上の障害も進行開始障害事由とするので，時効完成時期を不
明確にする。公益と私益の調整の観点からすれば，時効完成時期を明確にする
ために，この権利には，短期消滅時効だけでなく，普通消滅時効も適用される
と解すべきである。したがって，債権は，民法167条１項の定める消滅時効だ
けでなく，民法167条２項の類推適用によって20年の普通消滅時効にもかかる。
なお，普通消滅時効に適用される場合の民法166条１項の起算点確定法理は，
法律上の障害説である。それゆえ，民法167条２項の類推適用による普通消滅
時効は，法律上の障害が除去された時点から進行が開始すると解せられる。
　以上から，債権は，現実的期待可能性説を起算点確定法理とする10年の消
滅時効と，法律上の障害説を起算点確定法理とする20年の消滅時効にかかる
といえよう。
（２）進行開始障害事由たる事実上の障害
　債権の消滅時効における民法166条１項の起算点確定法理が現実的期待可能          
性説であるとすると，事実上の障害も進行開始障害事由となる。しかし，この
事実上の障害には，権利者が容易に回避又は除去して権利を行使できたものも
含まれうる。権利者がこの種の事実上の障害を用いることができるのであれば，
不誠実な権利者は，事実上の障害を恣意的に用いることで，時効の完成を容易
に妨害できることになる71。そもそも，権利行使が現実に期待できない権利者
に権利行使機会を与える制度は，信義則をその趣旨とするものである。信義則
は，公益説に作用して権利者保護の制度を構築させると同時に，その制度の受
益者たる権利者にも作用し，その者が誠実に行動することを求めるのではない
か。すなわち，信義則上，権利者が誠実に行動していれば回避又は除去できて
いた事実上の障害は進行開始障害にならないと解すべきように思われる。
（ア）主観的事実上の障害
　主観的事実上の障害を進行開始障害事由とすることは，公益説の②時効完成
時期の明確化の要請に反するように思われる。しかし，債権は，民法167条２
項の類推適用によって普通消滅時効にもかかる。普通消滅時効は，法律上の障
害説を起算点確定法理としており，公益説の②時効完成時期の明確化の要請が
実現できる。したがって，民法167条１項の10年の消滅時効の進行開始障害事
由には，客観的事実上の障害のみならず，主観的事実上の障害も含まれる72。
　通常，権利者が権利を基礎づけるに足りる全要件事実を現実に知って初め
て，権利者による権利行使が現実に期待できる。それゆえ，権利者が右事実を
現実に知るまで，主観的事実上の障害が存続するのが原則である。先に見たよ
うに，内池は，民法724条前段の起算点に関して，権利者といえども信義則に
基づく協助義務を負い，権利者に実際の認識が欠けているとしても，右義務に
違反する場合には，権利者に不知の主張を許さないとする。協助義務概念の是
非はともかくとして，権利者の信義則上の義務と起算点の関係に関する指摘は，
正当であるように思われる。すなわち，信義則は，主観的事実上の障害のため
に権利行使できない権利者に進行開始障害という利益を与える反面，その利益
を権利者が恣意的に用いることを許さない。それゆえ，権利者には，信義則上，          
誠実に行動する義務，すなわち権利を基礎づけるに足りる全要件事実を認識す
る義務が課せられる。この義務に違反した権利者は，信義則上，認識義務違反
の時点をもって主観的事実上の障害を進行開始障害事由として利用できなくな
る。
　権利を基礎づけるに足りる全要件事実を認識する可能性がなければ，権利者
が適切な行動をとらなかったことを非難できないのであるから，これら事実に
ついての認識可能性が権利者の認識義務違反判断の前提となる。権利者による
主観的事実上の障害の恣意的利用の防止の観点からすれば，その認識可能性の
判断基準は，客観的な基準であることが望ましい。それゆえ，認識可能性の判
断基準は，権利者ではなく，通常人を基準とすべきである。したがって，（α）
原則として，権利者が権利を基礎づけるに足りる全要件事実を現実に知る時ま
で，主観的事実上の障害が存続し，消滅時効も進行を開始しないが，（β）権
利者が現実に認識していなかったとしても，通常人を基準として，通常人が権
利を基礎づけるに足りる全要件事実を知りうべき時点から，消滅時効の進行が
開始する73。
　（β）によると，認識可能時から消滅時効の進行が開始するので，権利者保
護が不十分なようにも見える。松本説は，この点を危惧して，権利者の認識義
務違反が重大な義務違反でなければならないとするのであろう。しかし，次に
見るように客観的事実上の障害も進行開始障害事由になると考えるので，この
危惧は当たらないと思われる。
（イ）客観的事実上の障害
　主観的事実上の障害以外の事実上の障害に関しても，同じ問題がある。すな
わち，客観的事実上の障害による権利行使の現実的期待可能性について権利者
個人を基準にすると，この障害が権利者によって恣意的に利用される恐れがあ
る。そこで，通常人を基礎に判断して，権利者が権利の発生を認識していたと
しても，権利行使を現実に期待できないような事実上の障害だけが客観的事実
上の障害に該当し，進行開始障害事由となるものと解すべきである74。          
　判例 [27]の弁済供託における供託物返還請求権の場合，通常人を基礎に判断
しても，その権利の性質
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上，供託者が免責の効果を受ける必要が消滅するまで，
権利者による権利行使を現実に期待できない。それゆえ，この権利の性質は客
観的事実上の障害に該当するといえよう
　交渉は，通常，権利者が権利の発生を認識した後になされるものである。つ
まり，いったん消滅時効が進行を開始した後に交渉が開始されるのであるから，
交渉は，原則として，進行開始障害事由に当たらない75。もっとも，判例 [30]
のように，約款において，権利発生後の権利の申請から交渉に至るまで一連の
手続が定められている場合がありうる。この場合，債権者が約款で定められて
いない方法で権利行使をしたとしても，債務者がこれに応じないであろうから，
通常人を基礎に判断しても，権利者による権利行使が現実に期待できない。し
たがって，権利発生後の権利の申請から交渉に至るまで一連の手続を定める約
款がある場合には，交渉も客観的事実上の障害に当たるといえよう。
（五）民法724条の消滅時効
（１）民法724条前段の起算点確定法理
　民法724条前段の時効期間は３年であって，短期消滅時効である。森嶌が正
当に指摘するとおり，右消滅時効の起算点確定法理に関する学説は，その存在
理由を反映するものでない。重要なのは，民法724条前段の消滅時効が，普通
消滅時効ではなく，短期消滅時効に分類されるということである。短期消滅時
効において，権利者の権利行使機会は，起算点確定法理を現実的期待可能性説
とすることで確保される。それゆえ，民法724条前段の起算点確定法理は，債
権の消滅時効と同様に，現実的期待可能性説であるといえよう。つまり，権利
者による権利行使が現実に期待できるかどうかが起算点確定の基準であり，民
法724条前段の「被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時」は
その徴表にすぎない。したがって，民法724条前段の消滅時効においては，債
権の消滅時効と同様に，主観的事実上の障害のみならず，客観的事実上の障害
も進行開始障害事由となる。           
　この観点からすれば，通常人であれば，被害者の損害賠償請求権を基礎づけ
るに足りる全要件事実を知りうべき場合でも，客観的事実上の障害があるなら
ば，民法724条前段の消滅時効は進行を開始しないことになる。判例 [36]は，
交通事故の被害者が業務上過失致死罪で起訴され，第1審で有罪判決を受けた
後に，控訴審で無罪判決を受け確定したので，加害者に損害賠償を請求した事
案で，民法724条前段の時効が無罪判決確定時まで進行しないとした。被害者
が加害者の侵害行為を認識していたとしても，通常人を基礎として判断すれば，
控訴審で無罪判決が確定するまで，被害者による損害賠償請求権の行使を現実
に期待することは困難であろう。それゆえ，このような事情は，進行開始障害
事由たる客観的事実上の障害に該当するといえよう。
　殺人罪で逮捕・起訴された被疑者に対して報道による名誉毀損がなされた事
案である判例 [43]において，最高裁は，被害者の名誉毀損の認識可能時ではな
く，被害者が現実に損害の発生を認識した時が民法724条前段の消滅時効の起
算点であるとした。この事件は，第1審で被疑者が有罪判決を受けたが，控訴
審で無罪判決を受け，検察による上告が最高裁で棄却されたものであった。本
件の報道による名誉毀損は，被疑者が控訴審の判決を受けるまでになされたも
のである。この事件も，判例 [36]と同様に，客観的事実上の障害の問題として
考えるべきであると考える。すなわち，名誉毀損の事実が認識可能であったと
しても，通常人
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を基礎に判断すれば，無罪判決を受けるまで，被害者が名誉毀
損に基づく損害賠償請求権を行使するのは現実に困難であろう76。つまり，こ
の事情もまた，進行開始障害事由たる客観的事実上の障害に該当するものであ
り，判例 [43]は，この観点から消滅時効の進行開始を否定すべき事案であった
と考える。
（２）後続的損害の発生と民法724条前段の起算点
　加害行為から後続損害が発生する事案には，加害行為が一回的行為であるも
のと，継続的な行為であるものがある。
（ア）一回的不法行為によって後続損害が発生する場合          
　先に述べたように，損害賠償請求権を基礎づけるに足りる全要件事実を通常
人が知りうべき時をもって，主観的事実上の障害が除去されたものと扱われ，
消滅時効の進行が開始すると考える。それゆえ，受傷時において後遺症の発症
を通常人が知りうべかりし場合，その受傷時をもって主観的事実上の障害が除
去されたものと扱われることとなる。
　もっとも，後遺症の場合，症状が流動的な状態を経た後に，症状固定に至る。
症状が流動的な期間，被害者は治療費や逸失利益等の算定が困難である。しか
しながら，被害者に賠償されるべき損害の範囲及び損害賠償の金額の確定が，
最終的に裁判所の評価にゆだねられるものであるから77，権利者がこれらの事
実を認識していなかったということは，主観的事実上の障害に該当しない78。
　しかし，それらの事実が主観的事実上の障害に当たらないとしても，客観的
事実上の障害に当たらないとはいえない。通常人を基礎に判断しても，症状が
固定するまで後遺症による逸失利益を算定できず，被害者による後遺症の損害
賠償請求権の行使が現実に期待できない。それゆえ，症状固定時まで客観的事
実上の障害が存続し，民法724条前段の消滅時効が進行しないといえよう。
（イ）継続的不法行為によって継続的損害が発生する場合
　継続的不法行為によって継続的損害が発生する場合につき，内池説は，その
起算点確定法理において加害者の態様を考慮しようとする。しかし，そもそも，
信義則に基づいて権利行使機会を確保する制度が定められたのは，権利者によ
る権利行使が現実に期待できない者に権利行使機会を与えるためであった。そ
の制度は，権利者の状況だけを考慮するものであり，義務者の態様を考慮した
ものではない。それゆえ，義務者の態様が時効援用に関する信義則違反や権利
濫用に当たる場合があるとしても，義務者の態様は，消滅時効の起算点確定法
理において考慮すべきでない。
　継続的不法行為によって継続的損害が発生する場合においても，現実的期待
可能性説に基づいて，民法724条前段を解釈することとなる。ここでは，客観
的事実上の障害の存否が重要となる。すなわち，不法占拠の場合のように，継          
続的不法行為によって継続的に発生する損害賠償請求権が，権利の性質上分断
可能な場合には，通常人を基礎に判断して，権利者による権利行使を現実に期
待できるのであるから，進行開始障害事由たる客観的事実上の障害がなく，漸
次的に民法724条前段の消滅時効が進行すると解して良い。しかし，累積的に
進行し統一的に把握すべき損害においては，通常人を基礎に判断しても，権利
者による権利行使を現実に期待できないのであるから，当該被害者との関係で
加害行為の終了する時まで客観的事実上の障害が存続し，民法724条前段の消
滅時効が進行しないと解すべきであろう。
（３）民法724条後段の期間制限
　判例 [48]で，最高裁は，「不法行為をめぐる法律関係の速やかな確定を意図
する同条の規定の趣旨」から，民法724条後段の定める期間制限が除斥期間で
あるとする。しかし，先にも述べたとおり，わが国の民法典は，20年の消滅
時効を普通消滅時効としている。明治民法の立法担当者は，不法行為に基づく
損害賠償請求権が，民法724条前段の短期消滅時効だけでなく，普通消滅時効
にもかかることを明らかにするために民法724条後段を定めていた。
　また，判例 [48]のいう「法律関係の速やかな確定」という趣旨は，短期消滅
時効に適合的なものであって，完成まで20年を要する民法724条後段の期間制
限には妥当しないであろう。
　それに，判例の検討からすれば，不法行為に基づく損害賠償請求権におい
て，「法律関係の速やかな確定」を要する特段の事情があるとは思えない。民
法724条後段の期間制限の適用が問題となる事件のほとんどが，人損に関する
ものであった。人身損害のような人格的利益に対する侵害の場合，被害者たる
債権者は，通常の生活を送ることが困難な状況に陥り，物理的に，平常と同様
の行動を取ることが期待できない79。それゆえ，不法行為に基づく損害賠償請
求権についての法律関係を，特に速やかに確定すべきとする事情があるとは思
われない。
　以上からすれば，民法724条後段は，不法行為に基づく損害賠償請求権が普          
通消滅時効にもかかることを明らかにするために定められた規定であると解す
べきである。
　普通消滅時効の場合，その起算点確定法理は法律上の障害説であるから，民
法724条後段の起算点確定法理もまた，法律上の障害説である。法律上の障害
説において，権利が発生していない場合，権利者は法的にその権利を行使でき
ない。それゆえ，権利の不発生は法律上の障害に該当する。通常，不法行為の
加害行為時に損害発生等の不法行為の成立要件も充足することが多いであろ
う。この場合，不法行為時に損害賠償請求権が発生するのであるから，不法行
為時において権利についての法律上の障害も除去される。つまり，民法724条
後段における「不法行為の時」とは，法律上の障害説を基礎として，不法行為
時に損害が発生するような通常型の不法行為における法律上の障害の除去され
る時点を確認する規定と解すべきである。それゆえ，判例 [49] [50] [51]のよう
に，加害行為から遅れて損害が発生し，その時に初めて不法行為の成立要件が
充足されて，権利が発生するような特別な事情のある場合には，その損害発生
時まで法律上の障害が存続し，民法724条後段の消滅時効が進行を開始しない
といえよう80。
（４）民法724条後段の期間制限と時効の停止
　判例 [52]で，最高裁は，厳密にいえば民法158条１項の適用できない事案に
ついて，民法724条後段の期間制限の停止を認めた。ところで，普通消滅時効
は，公益説の②時効完成時期の明確化の要請に適うものである。普通消滅時効
において停止事由の拡大を認めると，普通消滅時効の完成時期が不明確になる。
それゆえ，普通消滅時効においては，時効の停止事由を制限的に解釈すること
が望ましい。民法724条後段の期間制限も普通消滅時効に当たると考えるので，
その停止事由も制限的に解することとなる。したがって，公益説の観点からす
ると，判例 [52]は妥当でない。
　もっとも，債務者が債権者の権利行使を妨害するような行為をしておきなが
ら，消滅時効を援用して，時効消滅による利益を得ようとするのは，時効制度          
を濫用するものであるから，その者の消滅時効の援用につき，信義則違反や権
利濫用を認める余地があろう。
二　債権法改正の諸提案に関する検討
　2011年現在，債権法改正が準備されており，いくつかの消滅時効に関する
改正提案が公表されている。ここでは，その諸提案を検討することとしたい。
以下では，民法（債権法）改正検討委員会による改正提案である「債権法改正
の基本方針」を「基本方針案」，民法改正研究会による改正提案である「日本
民法典財産法改正　国民・法曹・学会有志案（仮案）」を「民法改正研究会案」，
時効研究会による改正提案である「時効研究会による改正提案」を「時効研究
会案」と呼ぶこととする。
１　債権の消滅時効
　いずれの提案も債権の消滅時効につき，現在の民法167条１項よりも短い時
効期間を提示している。まず，基本方針案によれば，債権は，「債権者が債権
の発生原因および債務者を知った時」又は「債権を行使することができる時」
のいずれか後に到来した時から，３年，４年又は５年の消滅時効にかかる（基
本方針案 [3.1.3.44]〈2〉）。そして，同時に，債権は「債権を行使することがで
きる時」から10年の消滅時効にかかる（基本方針案 [3.1.3.44]〈1〉）。次に，民
法改正研究会案によれば，債権は，権利を行使できる時から，５年の時効にか
かる（民法改正研究会案106条１項，107条３項。ただし，政令（省令）に定
める額に満たない債権の時効期間は２年に短縮される（民法改正研究会案107
条４項））。そして，時効研究会案によれば，債権は，債権者に権利行使を期待
することができる時から，５年の消滅時効にかかる（時効研究会案167条１項
前段）。
　まず，各提案の時効期間について検討する。以上の諸提案は，債権の時効期
間を３年から５年とするものである。これはいずれも早期の時効完成を認める
ものであるから，公益説の①紛争の早期終結に適うものである。もっとも，公          
益説からしても，時効期間として，訴訟資料を収集するのに必要な程度の時間
を確保しなければならない。その時間は，国や時代背景毎に異なるものであろ
う。それゆえ，債権の消滅時効の時効期間を定めるにつき，外国法が一つの参
考資料になるとしても，その最終的な決定基準は，わが国の法意識や実務的感
覚であるといえよう81。基本方針案が一つの期間を明言しないのは，その点を
慎重に判断しようとしているためではなかろうか。ただ，民法改正研究会案も
時効研究会案も，債権につき５年の時効期間を提案しており，わが国の法意識
を知る上で重要な指針となるだろう82。
　次に，各提案の消滅時効の起算点に関する規定を検討する。基本方針案は，
主観的事実上の障害が短期消滅時効の進行開始障害事由になることを，条文上
明確に示している。他方，客観的事実上の障害が進行開始障害事由になりうる
のかは，条文上不明確である。これは基本方針案 [3.1.3.44]〈2〉の「債権を行
使することができる時」の解釈に関わる。民法（債権法）改正検討委員会は，
これが民法166条１項の一般的理解と同義であり，権利行使についての法律上
および性質上の
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障害がなくなった時であるという83。これは，昭和45年判決で
ある判例 [27]が「権利の性質上，その権利行使が現実に期待できる」必要があ
るとして，客観的事実上の障害を進行開始障害事由としたことを踏まえたもの
といえよう。その意味で基本方針案も客観的事実上の障害が進行開始障害事由
になると考えているようにも思われる。しかし，条文上その意図は明確に示さ
れていないといわざるをえない84。
　民法改正研究会案106条１項は，「権利を行使することができる時」を消滅
時効の起算点としており，現行民法166条１項の文言をそのまま用いている。
これは，恐らく，現行民法の条文の形式をできるだけ維持し，その解釈を判例
や学説にゆだねるという意図であろう。もっとも，起算点確定法理の現在の通
説は，法律上の障害説と目されている。民法改正研究会案106条１項を現在の
通説に従って解釈すると，法律上の障害のみが時効進行開始障害事由となる。
時効期間を現行の10年から半分の期間に短縮すると，事実上の障害の存在の          
ために，権利者による権利行使が現実に期待できないまま，権利者が権利を失
う事態が多くなるように思われる。事実上の障害発生に対応するために長期の
時効期間を備えた普通消滅時効の場合と異なり，権利者の権利行使機会を確保
するためにも，短期消滅時効の場合には，事実上の障害が進行開始障害事由に
なることを明確に示した条文を用意すべきではないだろうか。
　両提案に対して，時効研究会案167条１項前段は，現実的期待可能性説が５
年の消滅時効の起算点確定法理であることを定めている。これは，条文上，主
観的事実上の障害と客観的事実上の障害が進行開始障害事由となることを明確
に示している85。
　時効研究会案は，５年の消滅時効の起算点確定法理として現実的期待可能性
説を採用する。その結果，その消滅時効の時効完成時期は，不明瞭にならざる
をえない。そこで，時効研究会案は，債権が，５年の消滅時効だけでなく，弁
済期を起算点とした10年の時効にもかかるとする（時効研究会案167条１項後
段）。後に見るように，時効研究会は損害賠償請求権の消滅時効にも，長期消
滅時効を定め，その時効期間を原則10年としている（時効研究会案168条２項
前段）。すなわち，時効研究会案は，10年の消滅時効を，新たな消滅時効法に
おける普通消滅時効としているといえよう。公益説からすれば，普通時効期間
における起算点確定法理は，法律上の障害説である。それゆえ，時効研究会案
167条１項後段は，通常，弁済期が到来すれば法律上の障害がなくなることを
確認した規定であって，弁済期以外の法律上の障害を認めないという趣旨では
ないと思われる。
２　人損等の人格的利益に関する損害賠償請求権
　基本方針案は，損害賠償請求権の中でも，生命・身体・名誉などの人格的利
益に関する侵害の場合について，特別の消滅時効を定める。この規定は，不法
行為による生命侵害等の場合に限らず，債務不履行による生命侵害等にも妥当
する86。基本方針案によれば，人格的利益に関する損害賠償請求権の消滅時効          
は，時効期間を５年又は10年とし（基本方針案 [3.1.3.49]〈イ〉），一般の債権
よりも長い時効期間を認める。また，二重期間の長期消滅時効の時効期間も
30年とする（基本方針案 [3.1.3.49]〈ア〉）。
　損害賠償請求権には，安全配慮義務違反による人身損害のように，不法行為
に基づく損害賠償請求権なのか，債務不履行に基づく損害賠償請求権なのか判
断が難しいものがある。それゆえ，損害賠償請求権の発生原因を基礎として消
滅時効を設定するのではなく，侵害された利益の差異を基礎として消滅時効を
設定するのが望ましい。また，人格的利益が侵害された場合，権利者が権利行
使しようにも物理的，経済的に平常時と同じ行動を取ることが期待できな
い87。そのため，訴訟遂行に必要な資料を収集するに際し，被害者は通常の場
合より多くの時間を要することになろう。したがって，人格的利益に対する侵
害に関する損害賠償請求権の消滅時効の時効期間は，通常の損害賠償請求権の
消滅時効の時効期間よりも長期の期間とすべきであろう。
　もっとも，人格的利益に関する損害賠償請求権の消滅時効に関する基本方針
案 [3.1.3.49]は，債権に関する消滅時効（基本方針案 [3.1.3.44]）の時効期間を
変更するものでしかない。そのため，客観的事実上の障害が進行開始障害事由
になるのかが条文上明確でない。また，加害行為から遅れて損害が発生するよ
うな場合に，損害賠償請求権の消滅時効の起算点をいかに解すべきかという論
点につき，基本方針案は条文上明確な解決を与えていない88。
　民法改正研究会案は，不法行為
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に基づく損害賠償請求権に関するものである。
この損害賠償請求権は，「被害者又はその法定代理人が損害及び賠償義務者を
知った時」から３年で消滅時効にかかる（民法改正研究会案665条１項）。また，
この損害賠償請求権には，二重期間が設定されており，過失不法行為に基づく
損害賠償請求権の場合，損害発生の時から20年の時効（民法改正研究会案665
条２項），故意不法行為に基づく損害賠償請求権の場合，損害発生の時から30
年の時効にかかるとされる（民法改正研究会案665条３項）。
　民法改正研究会案では，現行民法724条前段と同様の起算点が定められてお          
り，客観的事実上の障害が進行開始障害事由になるのかが条文上不明瞭である。
また，不法行為に関する消滅時効のみを規定するのではなく，基本方針案のよ
うに，侵害された利益の差異を基礎として消滅時効を設定するのが望ましいと
考える。
　時効研究会案168条は，損害賠償請求権に関する消滅時効を定める。同条の
適用される損害賠償請求権には，不法行為に基づく損害賠償請求権のみならず，
債務不履行に基づく損害賠償請求権も含まれている89。時効研究会案は，「権
利者又はその法定代理人が損害及び賠償義務者を知った時」を起算点とする（時
効研究会案168条１項本文）。ただし，被害者が損害の発生及び賠償義務者を
知った場合であっても，「権利者に権利行使を期待できないときは，権利行使
を期待することができる時まで消滅時効は進行しない。」（時効研究会案168条
１項但書）と定めることで，その起算点確定法理が現実的期待可能性説であり，
客観的事実上の障害も進行開始障害事由になることを，条文上明確にしてい
る90。
　時効研究会によれば，損害賠償請求権は，「損害発生時」を起算点とした10
年の普通消滅時効にもかかるとする（時効研究会案168条２項前段）。もっとも，
生命，身体，健康または自由に対する侵害に基づく損害賠償請求権については，
その時効期間が20年となる（時効研究会案168条２項後段）。時効研究会案に
おいて10年の時効期間は，普通時効期間である。それゆえ，その時効の起算
点確定法理は，法律上の障害説となる。損害の不発生の場合のように，損害賠
償請求権が発生していない場合，そこには法律上の障害がある。時効研究会案
168条２項前段は，その趣旨を条文上明確に示すために，10年の普通消滅時効
の起算点を「損害発生時」としている。また，生命，身体，健康または自由に
対する侵害は，人格的利益に関する侵害に関する基本方針案の述べるとおり，
権利者が物理的，経済的に平常時と同じ行動を取ることが期待できないのであ
るから，被害者が事実上の障害を脱して権利行使できる状態になるには，通常
よりも長い時間が必要であると想定される。この点を勘案して，時効研究会案          
は，人損等に関する損害賠償請求権の消滅時効の時効期間を，普通時効期間よ
りも長い時効期間としており，妥当であるといえよう。
三　残された課題
　本稿では，消滅時効の存在理由を明らかにした上で，主に起算点確定法理の
解釈について検討を行った。もっとも，次の点が今後の課題として残されてい
る。まず，消滅時効の存在理由と中断，援用権の関係である。先に見たように，
エスマンは時効期間の長期化，中断・停止，援用権が同じ趣旨から定められた
制度であると解する。この仮説の妥当性について検討するため，中断，援用権
制度に対する更なる検討が必要であろう。
　次に，本稿で示した消滅時効の存在理由が，取得時効にも妥当しうるかを検
討しなければならない。フランスの旧時効法は，消滅時効と取得時効を一元的
に把握していたが，新時効法は，消滅時効と取得時効を別の章に配置し，二元
的に把握することになった91。わが国でも，民法（債権法）改正検討委員会は，
消滅時効を特に第３編債権に配置することを提案している92。消滅時効と取得
時効を二元的に把握するのであれば，消滅時効の存在理由と取得時効の存在理
由も異なってくる可能性がある。これらの点につき，債権法改正を考慮しつつ，
今後更なる研究を進めていくこととしたい。
＊本稿は，科学研究費補助金（若手研究（Ｂ）「2008年フランス時効法改正に
関する研究」[課題番号　21730076]」）の助成による研究成果の一部である。
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